
� はじめに

今でこそ、ブランドが企業にとって価値ある資産であるという認識は、わ

が国でも広く浸透し、実務家の間でも共有されるようになった。しかし、重

要且つ根本的なマーケティング問題としてブランドへの関心が高まり、その

構築と管理のあり方が活発に議論され出したのは、1990年代に入ってからの

ことである。そして、その契機となったのは、米国において1980年代に登場

した「ブランド・エクイティ」(brand equity）の概念であった。

後述するように、エクイティ論の意義は、イメージやロイヤルティといっ

たブランドに関連する諸概念に統合的な枠組みを与え、マーケティング活動

の結果としてブランドという「器」の中に蓄積されていく資産的価値（＝エ

クイティ）を管理することの重要性を説いた点にある。特に、1991年に出版

された Aaker の著書『Managing Brand Equity』は、マーケターがブランド

価値の重要性を再認識する契機となり、その翻訳書が出版された1994年頃か

ら、日本でもブランド問題に関する議論が急速に活発化することになる。

その後、ブランド論は、単なる一時的なブームに終わることなく、多くの

研究者や実務家の関心を集めつつ発展していく。例えば、Aaker が1996年に

出版した２冊目の著書『Building Strong Brands』の中で強いブランドの構築

方法を説き、また、Keller が1998年に出版した『Strategic Brand Manage-

ment』において「顧客ベース・ブランド・エクイティ」の概念を提案する

43

青 木 幸 弘

ブランド研究における近年の展開
価値と関係性の問題を中心に

－ 43 －



など、ブランド・マネジメント上の課題の整理と体系化が一気に進んでいっ

た。特に、Keller による消費者のブランド知識構造に着目したエクイティ概

念の整理は、従来は別個に行われてきた消費者行動研究と戦略論との架橋に

大きく貢献し、持続的競争優位の源泉としてブランドを捉え直すことを可能

にしたのである1)。

このようにして、1990年代に理論的基盤を整えたブランド研究であるが、

やがて世紀が変わる頃から、新たな段階に入ることになる。それは、急速に

コモディティ化が進行する今日の市場において求められる、自らが創造した

価値を獲得・維持するためのブランド戦略への模索である。具体的には、経

験価値に着目したブランド価値のデザインやブランド価値共創の問題、様々

なブランド接点の設計と管理を含む統合的ブランド・コミュニケーションの

問題、あるいは、ブランドを介した顧客との関係性としてのブランド・リレ

ーションシップの構築と維持の問題などであった。

本稿の目的は、エクイティ論登場以降のブランド研究の変遷、特に、1990

年代の終わりから2000年代にかけて展開された議論の内容を、ブランド構築

における「価値」と「関係性」という２つのキーワードを主軸に、整理する

ことにある2)。そこで、まず最初に、ブランディングの歴史とブランド論の

源流について簡単に振り返り、ブランド研究におけるエクイティ論登場の意

義を確認することから始めたい。
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1) この点に関しては、Loken et al. (2010）も「ブランディング研究の領域は、単にブラ
ンドやブランド名の重要性を示す段階から、ブランドに対する消費者の反応の基底に
あるメカニズムや様々な事実発見が生まれるコンテクストの理解の段階へと発展して
きた」と指摘している（p. 3)。

2) 紙幅の制約から、本稿における文献レビューは、ブランド構築における「価値」と
「関係性」の問題に焦点を当てたものとなっている。より包括的な文献レビューとし
ては Keller (2002）や Keller and Lehman (2006）などを参照のこと。尚、ブランド
拡張に限定したものではあるが、直近の詳細なレビュー論文としては Loken, Joiner,

and Houston (2010）などがある。



� ブランディングの歴史とブランド論の源流

マーケティングの歴史は、ある意味で、ブランドの歴史そのものである。

経営史を専門とするハーバード大学の Tedlowによれば、全国ブランド（na-

tional brand）の登場は、米国のマーケティング史上での一大画期であった

という。すなわち、19世紀末、輸送や通信などのインフラが整備され、地域

ごとに分断されていた市場が全国市場へと統合されていく中、標準化された

製品を全国市場に向けて大量に流通させるための手段がブランド（及びブラ

ンディング）であった。Tedlow は、当時の状況について、次のように述べ

ている。

製造業者は、標準化し全国的に流通された小型の包装製品に名前をつけるこ

とができた。名前をつけることができるのなら、広告することもできた。広告

の結果、名前はたんなる名前以上のものとなった。それは一種の名前を超えた

もの、すなわちブランドであった（Tedlow 1990 翻訳書、14頁)。

例えば、1879年に発売された P & G のアイボリー石鹸の場合、ブランド化

（branding）を可能にする個別包装（packaging）や新聞・雑誌を使った広告

（advertising）などが三位一体となって、全国市場が開拓されていった3)。

ブランド研究における近年の展開 45

3) 石原（1982）は、広告とブランドが果たしてきた役割について、以下のように記述し
ている｡「寡占企業は異質的な需要を等質的な大量市場につくりかえてゆかなければ
ならない。全国広告が古くからこうした市場の等質化手段として機能してきたことは
周知のところである。(中略）等質的大量市場の形成の過程は同時に競争企業の製品
から彼の製品を差別的に同定するような大量市場の形成の過程でもなければならない。
実際、一方において全国的な等質市場の形成手段として機能する広告が、他方では説
得広告として選択的需要の開発を担ってきたのもそのためである。(中略）しかし、
その差異は特定の寡占企業と結びつけられていなければならない。その役割を果たす
のが銘柄（brand）である。銘柄はそれ自体が製品差異を表現するとともに、それを
特定企業と結びつけ、消費者による製品の観念的愛顧の象徴となることさえありうる｡」
(同書92�93頁)。まさに、このような「製品差異を表現し観念的愛顧の象徴となるブ
ランド」という認識こそが、ブランド構築における「価値」と「関係性」の問題を考
える際の出発点となる。



また、同社は、後にブランド・マネジャー制を導入するなど、マーケティン

グの先駆的企業として成長していくことになる。

このように､「分断の時代」が終わり「統合の時代」が始まるマーケティ

ング史の転換点において、ブランドは出現した。しかし、その研究の歴史は

意外と浅く、本格的な議論が始まるのは、Tedlow が「細分化の時代」と呼

ぶ1950年代以降のことであった4)。

1950年代の半ば、市場細分化と製品差別化の必要性を説いた有名な Smith

(1956）の論文とほぼ同じ時期に、その後のブランド研究の先駆けとなる２

つの論文が、相次いで Harvard Business Review 誌に掲載された。１つは、

いち早く製品とブランドとの違いを明確に区別し、ブランドの育成を長期的

な投資として位置づけた Gardner and Levy (1955）の論文であり、もう１つ

は、パネル調査データの分析を通して、ブランド・ロイヤルティの存在とそ

の重要性を指摘した Cunningham（1956）の論文である。

前者の Gardner と Levy の論文は、消費者の製品に対する購買動機の中に

象徴的で意味的な要素を見出し､「実体的・機能的存在としての製品」と

「象徴的・情緒的な記号としてのブランド」とを区分することの重要性を説

いた。更には、広告によってブランドのパーソナリティづくりを行うこと、

また、それが長期的な投資であることを力説している。一方、後者の

Cunningham の論文は、Chicago Tribune 紙のパネル調査データを用いた分

析により、消費者は多くの製品カテゴリーにおいて高いロイヤルティを示す

ことを確認し、ブランド・ロイヤルティが企業にとって重要な資産であるこ

とを指摘している。

いずれの研究も、後のブランド・イメージ研究やブランド・ロイヤルティ

研究に影響を与える出発点となったが、それらは各々別個に行われ、２つの

研究の流れが交差することは少なかったのである5)。
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4) Tedlow (1990）は、米国におけるマーケティングの発展を､「分断の時代」(～1870
年代)、｢統合の時代」(1880年代～1940年代)、｢細分化の時代」(1950年代～）に区分
している。また、広告がブランド構築において果たしてきた役割については、Pope

(1983）を参照のこと。



� エクイティ論の登場とその意義6)

前節で述べたように、1950年代から始まるブランド研究ではあるが、エク

イティ概念が登場する以前、ブランドのイメージやロイヤルティについての

研究は別個に行われる傾向が強く、ブランドに対する認識も断片的なもので

あった。また、実務的にも、ブランド・マネジャー制が導入されるなどして、

その重要性や管理の必要性は認識されつつも､「マーケティングの手段」と

してブランドを捉えるのが一般的であった。

これに対して、新たに登場したエクイティ論のユニークさは、様々なマー

ケティング活動の結果として、ブランドという「器」の中に蓄積されていく

資産的な価値に着目し、その維持・強化と活用の仕方を提案した点にある。

また、それまで別個に議論されることの多かったロイヤルティやイメージな

どの概念を、エクイティを構成する次元として包括的に取り扱った。すなわ

ち、ブランドをより全体的な視点から捉えることの重要性を強調すると共に､

「マーケティングの結果」としてブランドを捉える視点を提示したのである。

ところで、Barwise (1993）によれば、ブランド・エクイティという用語

自体は、既に1980年代の初めには使われ始めていたという。そして、その背

景として、①80年代に盛んに行われた M & A の結果、ブランドの資産価値

評価への関心が高まったこと、②短期的成果を狙った価格プロモーションや

安易なブランド拡張がブランド・イメージを低下させたこと、③反対に、ブ

ランド・イメージの維持・管理や適切な形でのブランド拡張を行った企業が

業績を伸ばしたこと、などを指摘している。

しかしながら、ブランド・エクイティ研究が本格化するのは、米国のマー

ケティング研究をリードしてきた MSI (Marketing Science Institute）が、そ

の最重点研究課題に指定する1988年～90年のことである。特に、同研究所が
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5) これら初期のブランド研究とその後の展開について、詳しくは、青木（2000a）を参
照のこと。尚、イメージ研究やロイヤルティ研究の他に、ブランド態度研究なども、
その後のブランド研究に継承されていく。

6) エクイティ論登場の背景やその意義について、詳しくは、青木（1995）を参照のこと。



1988年と90年に開催した２度のコンファレンスを契機に、ブランド・エクイ

ティへの関心は一気に高まり、様々な角度から数多くの研究が行われること

となる7)。そして、ある意味で、それらの議論を整理・体系化する形で登場

したのが、Aaker (1991）の著書であった。

この著書の中で、Aaker は、ブランド・エクイティを､「あるブランド名

やロゴから連想されるプラスとマイナスの要素の総和（差し引いて残る正味

価値)」として捉え､「同種の製品であっても、そのブランド名が付いている

ことによって生じ得る価値の差である」と定義した。また、その構成次元と

して、①ブランド・ロイヤルティ、②ブランド認知、③知覚品質、④ブラン

ド連想、⑤その他のブランド資産（特許、商標、流通チャネル、等）の５つ

を挙げた。

元より、これら１つ１つの構成概念は、何ら目新しいものではなかったが、

それらをブランド・エクイティの名の下に整理し、顧客や企業に様々な価値

をもたらすことを体系的に示した点が、当時、極めて斬新な考え方として受

け止められたのである。

� 強いブランドの構築方法をめぐって8)

１．アイデンティティと価値提案

やがて1990年代の半ばを過ぎると、研究や議論の焦点は、ブランドに資産

的価値があることを十分に認めた上で、その価値を維持・強化するための具

体的な方法論や枠組みづくりへと移っていく9)。すなわち､「いかにして強い
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7) これらのコンファレンスにおける議論の内容については、Leuthesser（1989）および
Maltz（1991）を参照のこと。

8) 主として、1990年代に議論されたブランド構築にまつわる諸問題の整理については、
青木（2000b）を参照のこと。また、三浦（2008）や越川（2010）の整理も参考にな
る。

9) 勿論、ブランドの価値評価に対しては、財務・会計的な視点からも引き続き高い関心
が持たれていくことになる。また、それは企業価値評価の問題とも結び付き、2000年
代における企業ブランドへの関心の高まりへとつながっていく。例えば、企業ブラン
ドの問題については、伊藤（2000）などを参照のこと。



ブランドを構築するか」という実践的命題、あるいは､「強いブランド（な

いし、ブランドの強さ）とは何か」という本質的命題が強く意識され始める

ようになる。そして、その中で、新たに提示された概念が､「ブランド・ア

イデンティティ」(brand identity）であった。

ここでも議論をリードした Aaker の著書によれば、ブランドのアイデン

ティティとは、ブランド戦略を策定する際の長期的ビジョンの核となるべき

ものである。そして、それは戦略立案者が創造し、維持しようと意図する

「ブランド連想のユニークな集合」(a unique set of brand association）であ

り、ブランドに一体性を与え、マーケティング・ミックスの方向性と内容を

規定するものである（Aaker 1996, p. 68)。また、当該ブランドが「どのよう

に知覚されているか」という結果論としてのイメージとは異なり、アイデン

ティティは、戦略立案者が当該ブランドを「どのように知覚されたい（され

るべき)」と考えるかという目標ないし理想像として捉えられるべきもので

ある。

従って、このような「ブランドのあるべき姿」としてのアイデンティティ

の明確化と共有化こそが、強いブランドを構築する上での必須条件というこ

とになる。その意味では、ブランドは単にマーケティングの結果であるだけ

でなく、むしろ､「マーケティングの起点」として捉えられるべきものだと

するのが、Aaker 流のアイデンティティ論における基本的主張である（ブラ

ンドの認識と位置づけの変遷を図表１に示す)。
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図表１ ブランド概念の変遷

時代区分
～1985年

(手段としてのブランド)
1985～95年

(結果としてのブランド)
1996年～

(起点としてのブランド)

主たる
ブランド概念

ブランド・ロイヤルティ
ブランド・イメージ

ブランド・エクイティ ブランド・アイデンティティ

ブランド認識
断片的認識

マーケティングの手段
統合的認識

マーケティングの結果
統合的認識

マーケティングの起点

出所）青木（2000a)、33頁。



また、彼の考え方によれば、価値提案（value proposition）とは、ブラン

ドのあるべき姿としてのアイデンティティを、価値ベースで表現したもので

あり、顧客に対する価値提供の約束として、関係性を構築・維持する際のベ

ースとなるものである。また、価値提案が明文化され、関係者間で共有され

ることにより、ブランドの「振る舞い方」に一貫性が生まれることになる10)。

２．望ましいブランド知識構造の形成

ところで、一口に強いブランド、あるいは、ブランドの強さと言っても、

その捉え方は視点や立場によって様々である。例えば、売上高や市場シェア

などの市場成果を問題とする立場、ロイヤルな顧客の数やロイヤルティの程

度といった顧客基盤を重視する立場、更には、ブランドの知名率やイメージ

の強さや拡がりなど、ブランドについての認知や連想を問題とする立場など

である。

前述のように、Aaker (1991）では、ブランド・エクイティの構成次元と

して、ロイヤルティ、ブランド認知、知覚品質、ブランド連想などが取り上

げられ、また、Aaker (1996）では、ブランド・アイデンティティの核とし

て「ユニークなブランド連想」の重要性が指摘された。これに対して、ブラ

ンドを一つの構造体として捉える立場から、エクイティの源泉として消費者

のブランド知識構造に着目し、ブランド構築の枠組みを体系的に示したのが、

Keller (1998）の「顧客ベース・ブランド・エクイティ」論である。

Keller によれば､「顧客ベース・ブランド・エクイティ」(customer-based

brand equity : CBBE）とは､「あるブランドのマーケティング活動への消費

者の反応に対して、ブランド知識が及ぼす差異的な効果」として定義される。

すなわち、ブランド・エクイティは消費者の反応の違いから生じ、そのよう
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10) ブランド・マネジメント上の論点と課題については、Aaker の初期の２冊の著書にお
いて概ね整理が済んだと言える（Aaker 1991 ; 1996)。しかしながら、消費者行動研
究における知見に基づき、ブランド構築の枠組みが体系化されるのは、ブランド知識
構造論とも言える Keller（1998）の「顧客ベース・ブランド・エクイティ」論におい
てである。



な反応の違いは、長期にわたる経験を通して形成されたブランド知識によっ

て生み出される、というのが彼の基本的認識である。

従って、強いブランドを構築するためには、選択などの望ましい消費者の

反応を生み出すブランド知識の構造（具体的には､「広くて深いブランド認

知」と「強く、好ましく、且つユニークなブランド連想｣）を、いかにして

創り出すかが課題となる。そして、Keller (1998）では、名前やロゴといっ

たブランド要素の選択・統合にはじまり、支援マーケティング・ミックスと

一体化した形で、望ましいブランド知識構造を形成するための体系的な枠組

みと具体的な手順が提示されている。

その後、Keller (2003 ; 2008）が提案するブランド構築の枠組みは､「ブラ

ンド・ビルディング・ブロック」へと発展していく11)。そして、そこでは消

費者行動研究における知見を活用しつつ戦略論との積極的な架橋が図られて

いくのである。

３．ブランド構築と持続的競争優位

さて、従来は、主にマーケティング論の分野において議論されてきたブラ

ンド問題であるが、その後、戦略論との間での架橋が進む中、ブランド構築

によって生まれる「持続的競争優位」(sustainable competitive advantage）に

ついても、整理・検討が進められていくことになる（阿久津 2002)。

近年、競争戦略論においては、競争優位の源泉を戦略的ポジショニングに

求める伝統的なポジショニング・アプローチ（Porter 1980）と、競争優位

の持続性に着目し模倣困難な内部資源の役割を重視する Barney (2001）な

どの「リソース・ベースド・ビュー」(resource-based view : RBV）という
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11) 「ブランド・ビルディング・ブロック」(brand building blocks）は､「顧客ベース・
ブランド・エクイティ・ピラミッド」(customer-based brand equity pyramid）とも呼
ばれ､「Strategic Brand Management」の第２版以降から登場する（Keller 2003 ; 2008)。
そこでは、消費者の望ましいブランド知識構造の形成という視点を踏まえて、ブラン
ド構築のステップが４段階に整理され、６つのブロックを積み上げていくプロセスと
して説明されている。



２つの立場が存在する（青島・加藤 2003)。この両者の視点を綜合するため

の結節点としてブランド構築を位置づけると共に､「持続的競争優位の源泉

としてのブランド」について一層掘り下げて理解しようとする考え方であ

る12)。

例えば、前述したアイデンティティ論における価値提案の考え方は、独自

性のある価値を生むポジションの創造こそが戦略の本質であるとするポジシ

ョニング・アプローチと軌を一にするものである。一方、ブランドを介して

顧客との間で構築される関係性は、他社が容易に模倣することのできない資

産として、競争優位の持続化に大きく貢献する。

このように、強いブランドの構築とは、競争優位を生み出すと同時に、そ

れを持続化させる仕組みを築くことであり、ポジショニング・アプローチと

RBV という戦略論における２つの視点を重ね合わせることで､「持続的競争

優位の源泉としてのブランド」についての理解も深まっていく。また、これ

ら２つの視点は、次に述べるブランド構築における「価値」と「関係性」と

いう基軸に対して、理論的基盤を与えるものである。

尚、2000年代に入ると、同じくブランド戦略を企業の内部資源（組織）と

競争戦略とを統合するカギとして認識する立場から、全社的な視点で、ブラ

ンド戦略（ブランド・アイデンティティとブランド体系)、事業戦略、組織

文化の整合性を図ることを目的とした「戦略的ブランド経営」の考え方が登

場する（アーカー・阿久津 2002)13)。また、顧客のブランド知識だけでなく、
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12) 勿論、ブランドを持続的競争優位の源泉として捉える議論は、かなり早い段階から存
在する。例えば、Srivastava and Shocker (1991）によれば、ブランド・エクイティ管
理の狙いは、ブランド名を核とした無形資産の総体が提供する付加価値を維持・向上
させ、それをベースとして持続的な競争優位を確立することであるという。また、彼
らは、ブランド力（brand strength）を､「支持顧客（知名、イメージ、知覚品質、ロ
イヤルティ)、チャネル構成員、企業の総合力等をベースとした当該ブランドの競争
上の（差別的、持続的、潜在的）優位性」と規定している。

13) ブランドの価値評価や企業ブランドの問題に加えて、2000年代に入ると全社的な視点
からブランド体系に関する議論なども活発化してくる。例えば、Aaker の後期の著作
においても、ブランド体系やブランド・ポートフォリオ (brand Portfolio) の問題が取
り上げられている (Aaker and Joachimsthaler 2000 ; Aaker 2004)｡ 但し､ 本稿では､ 個
別のブランド構築における「価値」と「関係性」の問題に限定して議論を進めていく。



企業の組織的なブランド知識の創造能力という観点から、強いブランドを構

築する組織能力についての議論も登場することになる（阿久津・野中 2001；

阿久津 2004)。

� ブランド構築における価値と関係性

１．価値の創造と獲得・維持

前述のように、戦略論の分野においても、持続的競争優位の源泉として、

ブランドへの関心が高まってきているが、今世紀に入った頃から、競争圧力

に負けずに価値を獲得できる力を重視する価値ベースの考え方が台頭してき

た。すなわち、価値の創造と獲得・維持に焦点を当てた新たな戦略論の登場

である（淺羽・牛島 2010)。

今日の市場においては、製品やサービスのコモディティ化が急速に進行し、

企業は自ら創り出した価値を獲得し維持すること、すなわち、利益を上げ続

けることが、困難になってきたと言われている（楠木 2006 ; 恩蔵 2007)。

また、顧客が求める価値が、単なるモノの価値を超えてコトの価値（経験価

値）へとシフトする中、適切な形で顧客価値を伝達し実現することの重要性

は急速に高まっている14)。

ところで、田中（1997a, b）によれば、本来、ブランドには、企業が生み

出した何らかの「革新」を保持、発展させるための役割があり、その「革新」

を「価値」(顧客にとっての有意味性の程度）と「関係」(顧客が自分に関係

があると感じる程度）という２つに転化することが、マーケティング上の最

重要課題であるという。そして､「関係」とは「価値」が購入や情報接触の

過程を経て「絆」に転化した結果であり、このようにして形成されたブラン

ドと顧客との「関係」をベースにしてこそ、１回限りでない長期間にわたる

持続的な交換関係が成立するのだと言う。

また、和田（1999 ; 2002）は、そのブランドに焦点を当てた独自の関係性
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14) コモディティ化市場における戦略対応としての顧客価値のデザインとブランド構築の
問題については、青木（近刊）の議論を参照のこと。



マーケティング論の中で、製品の品質・機能を超えたブランド価値を構築す

ることの重要性を強調する。

すなわち、彼によれば、製品の価値は、基本価値（当該製品が製品として

存在し得るための基本的な品質や機能)、便宜価値（その製品の使用や消費

に当たっての便宜性)、感覚価値（製品を消費するに当たっての感覚的な楽

しさや形態的な魅力)、観念価値（製品コンセプトそのものが生み出す価値）

という４層構造の形で捉えることができ（図表�2 参照)、製品の品質や機能

を表現する基本価値や便宜価値とブランド価値を表す感覚価値や観念価値と

を明確に区分する必要があると言う（前者が「効用」を生み出すのに対して、

後者は「感動」を生み出す)。つまり、所謂「製品力」と「ブランド価値」

とを峻別することが極めて重要であり、製品（企業）と消費者との間の関係

性の構築は、ブランド価値の形成を通してのみ行われるというのが彼の主張

である15)。
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15) すなわち、和田（1999）によれば、たとえ効用を生み出す「製品力」に基づくブラン
ド・エクイティであっても、一度強力な品質・機能面での差別化製品が誕生したり、
消費・購買におけるルーティン化状態に陥ったりすれば、そのブランドのエクイティ
は危険に晒されることになり、ここに製品の品質や機能を超えたブランド価値を築き

�����������������������������
�������������������������

観念価値
(意味的・象徴的価値)

基本価値
(機能的価値)

感覚価値
(快楽的価値)

便宜価値

出所）和田（2002）に基づき作成。

ブランド価値の部分
(感動を生み出し絆を築く)

製品力の部分
(効用を提供し信頼を築く)

図表２ 価値次元の階層性



以上のように、価値の創造と獲得・維持という今日的な戦略課題の中から､

「価値」と「関係性」というブランド構築における２つの基軸が浮かび上が

ってくる。そして、ある意味で、2000年代に展開されたブランド論は、この

２つの基軸をめぐるものであったと言っても過言ではない。そこで、以下、

この２つの議論の流れを整理していく。

２．価値をめぐる議論の展開

先述したように、1990年代後半、ブランド論は「いかにして強いブランド

を構築するか」といった実践論へと急速に移行していく。その中で、世紀の

変わり目の頃から注目を集め始めたのが、顧客がブランドと出会い、様々な

経験をする接点づくりの問題であり、それらの接点において提供されるブラ

ンドの経験価値に関する議論であった。

具体的には、Pine and Gilmore (1999）による「経験経済」に関する議論

や Schmitt (1999）が提案する「経験価値マーケティング」などを契機とす

る一連の議論である。中でも、特に、Schmitt は、早くから「経験価値」の

重要性に着目し、その戦略的活用の枠組みを提示してきた代表的論者である。

例えば、いち早く Schmitt and Simonson (1997）において、五感を通した感

覚的な経験（sensory experience）を与える「エスセティックス」(aesthetics：

審美的要素としての外観や雰囲気）の重要性を指摘している。そして、物性

面や機能面での差別化が困難なコモディティ化市場においては、エスセティ

クスを通して生み出される感覚的経験を戦略的に活用することで、企業やブ

ランドのアイデンティティを確立し、顧客との強い絆を築き上げるべきだと

した16)。

その後、Schmitt の経験価値に関する議論は、２冊目の著書である

『Experiential Marketing』の中で、単に感覚的な経験価値だけでなく、情緒
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上げることの重要性、ひいては製品と消費者を「融合」に導く関係性マーケティング
の必要性が認められる、としている（同書、212�213頁)。

16) この考え方は、その後、ブランドを構築する上で五感に訴えることの重要性を強調す
る Lindstrom（2005）の議論などに繋がっていくことになる。



的、認知的、行動的、関係的なものを含む５つのタイプの経験価値領域にま

で拡げられ (Schmitt 1999)、また、３冊目の『Customer Experience Manage-

ment』においては、様々な接点を通して顧客とブランドとの情動的な繋が

りを築いていくための枠組み（ブランド経験価値のデザインと顧客インター

フェイスの構築）へと発展していくのである（Schmitt 2003)17)。

このように、経験価値という視点を持つことによって、ブランドが提供す

る顧客価値の次元は、感覚的・情緒的なものから、関係性に関わるものまで

の広がりを持つことになり、次に述べる関係性をめぐるブランド論とも交差

することになる。また、製品やサービスそれ自体が生み出す価値だけでなく、

その購買や消費のプロセス（特に消費のプロセス）において生み出される価

値も含めて、顧客価値を幅広く捉えるための枠組みともなる（Schmitt and

Rogers 2008)。

そして、このことは、後述するように､「価値提供」から「価値共創」へ

というブランド価値をデザインする上での大きな発想の転換へと繋がってい

くのである。

３．関係性をめぐる議論の展開

一方、ブランド構築における関係性に関しても、1990年代に展開された

「統合型マーケティング・コミュニケーション」(IMC）や「リレーション

シップ・マーケティング」に関する議論の影響を受け、ブランドと顧客との

間の絆、あるいは、ブランドを介した顧客との関係性に焦点を当てた「ブラ

ンド・リレーションシップ」(brand relationship）の問題として、主に２つ

の流れで議論されていく18)。
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17) ブランド価値の設計次元やブランド経験の「場」のデザインについては、青木（2006）
を参照のこと。

18) 関係性をめぐるブランド研究については、その源流を前述したブランド・ロイヤルテ
ィ研究に求めることができる。但し、ここで言う「ブランドを介した顧客との関係性」
とは、単なるリピート購買といった行動面でのロイヤルティを指すものではなく、ブ
ランドに対する心理的なコミットメントに基づく関係性を意味している。尚､「ブラ
ンド・コミットメント」 (brand commitment）の概念、および、その研究の系譜につ



まず１つ目の議論の流れとしては、ブランドを介した顧客との関係性の構

築・維持のあり方を問題とする一連の研究がある。すなわち、1990年代の初

めに提唱された IMC 論は、様々な顧客接点を活用したコミュニケーション

の重要性を説く議論に過ぎなかった（Schultz et al. 1993)。しかし、その後、

1990年代後半になると、ブランド問題への関心が高まる中、コミュニケーシ

ョンを統合する際の核としてブランドが位置づけられ、新たに「統合型ブ

ランド・コミュニケーション」(IBC）という概念が登場することになる

（Schultz and Barnes 1999)。そして、更に、2000年代に入ると、ブランド

を介した顧客との関係性（ブランド・リレーションシップ）の構築こそが、

IMC の目的であるとする議論が登場するようになっていく（Schultuz and

Schultz 2004 ; Schultz et al. 2009)。

もう１つの議論の流れは、リレーションシップ・マーケティングやブラン

ド・パーソナリティ論19) とも関連しつつ、顧客とブランドとの直接的な関係

性としてブランド・リレーションシップを捉え、情動的な絆や愛着などの問

題を重視する立場の研究である（畑井 2002)。例えば、Fournier (1998）の

研究などを契機に、ブランドを消費者の生活を支えるパートナーとして位置

づけ、ブランドと消費者との相互作用やその関係性の発展プロセスなどが取

り上げられてきた。特に、近年では、ブランド・リレーションシップの形

成要因として､「ブランドと自己との結び付き」(brand-self connection）に

着目し、その心理面や行動面での効果に関する研究が行われてきている

（MacInnis, Park, and Priester 2009)20)。

また、顧客は、当該ブランドと強固な結び付きを持つ他の顧客とも相互作

用し、関係性を取り結ぶことがある。このように、ブランドを介して結びつ
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いては、井上（2009 ; 近刊）を参照のこと。
19) 例えば、J. Aaker のブランド・パーソナリティ研究と Fournier のブランド・パート

ナーシップ研究とは、互いに影響し合いながら、この２番目のブランド・リレーショ
ンシップ研究の系譜へと引き継がれていくことなる（Aaker 1997 ; Fournier 1998)。

20) ブランド・パートナーシップや「愛着」(attachment）に関する研究、あるいは、ブ
ランド・リレーションシップ研究の系譜については、菅野（近刊）を参照のこと。



く消費者の集団のことを､「ブランド・コミュニティ」と呼び（Muniz and

O’Guinn 2001 ; 久保田2003)、それは新たなブランド・リレーションシップ

研究の切り口として注目を集めていくことになる21)。

尚、こうしたブランド構築における関係性をめぐる議論は、Keller のブラ

ンド知識構造論にも反映されていき、先述したブランド・ビルディング・ブ

ロックの枠組みの中でも､「ブランドと顧客とのリレーションシップの形成」

がブランド構築の最終段階として位置づけられている（Keller 2003 ; 2008)。

� ブランド論の新たな地平

以上、本稿においては、エクイティ論登場以降のブランド研究の変遷につ

いて、特にブランド構築における「価値」と「関係性」という２つのキーワ

ードに焦点を当て、その系譜の整理を試みた。このような「価値」と「関係

性」という２つの基軸での整理は、ブランドを持続的競争優位の源泉として

捉える戦略論的な視点とも合致し、また、価値の創造と獲得・維持に重きを

置く近年の戦略論の考え方にも相応するものであった。

ところで、2000年代に入ってからの新たな動きとして、これら「価値」と

「関係性」の問題が交差する領域でもある「価値共創」への関心が高まって

きている。そこで、最後に本節では、ブランド研究の新たな方向性を探る手

掛かりとして、ブランド構築における「価値共創」の問題について検討して

おきたい。

１.「価値提供」から「価値共創」へ

先に経験価値に関して述べたように、顧客価値の中には、消費や使用のプ

ロセスにおいて、顧客が企業あるいは製品と相互作用する中で生み出される

タイプの価値もあり、近年、そのような「価値共創」の側面に着目すること

の重要性が、様々な形で指摘されている。
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21) ブランド・コミュニティ研究の詳細については、久保田（2003）や宮澤（近刊）を参
照のこと。



例えば、Prahalad and Ramaswamy (2004）は、①企業は一方的に価値を創

造できる、②価値は専ら製品やサービスの中にある、という従来型の「価値

提供」の前提を疑問視し､「価値は企業と消費者が様々な接点で共創する経

験の中から生まれる」という「価値共創」(co-creation of value）の考え方を

提示した。

同様の主張は、マーケティング論の領域においても､「モノかサービスか」

という二元論の立場はとらず、モノはサービスに包摂されるとする「サービ

ス・ドミナント・ロジック」(service-dominant logic、以下､「S-Dロジック｣）

に関する議論の中で、繰り返し行われてきた（Vergo and Lusch 2004, 2006 ;

Lusch and Vergo 2006)22)。

すなわち、価値を生み出すのは企業であり、モノとしての製品に埋め込ま

れた価値が、企業から顧客へと一方向的に提供されるとする従来型の「グッ

ズ・ドミナント・ロジック」(goods-dominant logic、以下､「G-Dロジック｣）

に対して、S-D ロジックでは、価値を生み出すのは企業と顧客の双方であり、

様々な顧客接点や相互作用を通して、双方向的な形で価値は共創されると考

える。また、G-D ロジックでは、購買時にモノが貨幣と交換される際の

「交換価値」(value-in-exchange）を重視するのに対して、S-D ロジックで

は、購買の前後も含む消費や使用の様々な文脈の中で、企業と顧客の共創に

よって実現される「使用価値」(value-in-use）ないし「文脈価値」(value-in-

context)23) を重視する点に特徴がある（井上・村松 2010)。

図表３は、これら一連の議論を踏まえて、従来型の「価値提供」の考え方

と新たに S-D ロジックなどで提示された「価値共創」の考え方を、価値創

造の主体、源泉、発想という観点で対比したものである（藤川 2008)。同表
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22) S-D ロジックの議論は、サービスの概念を拡張することにより、マーケティングの理
論枠組みを捉え直そうとする試みである。このため、その影響はブランド研究を含め
て様々な領域に及ぶ。例えば、Lusch and Vargo (2006）などによって、その議論の
拡がりの一端を知ることができる。

23) 「使用価値」という用語は、モノの使用面に限定された価値として誤解される恐れが
ある。このため、近年では、消費や使用の広い文脈の中での価値という意味で､「文
脈価値」という用語が用いられる。



から窺えるように､「価値提供」から「価値共創」へというマーケティング

上の認識ないし発想の転換は、後述するように、ブランド構築における「価

値」と「関係性」の捉え方にも影響し、また、少なからずブランド自体の捉

え方とその研究・分析の視点（言わば「ブランド観」とでも言うべきもの）

の再考を迫るものでもある。

２．価値の共創と関係性

前述のような G-D ロジックから S-D ロジックへの転換、あるいは､「価

値提供」から「価値共創」への転換とは、ある意味において､「価値がある

から製品を買う」のではなく、むしろ「消費することによって価値は生まれ

る」という認識ないし発想の転換でもある。また、企業と顧客との相互作用

を重視するという視点は、必然的に、顧客との関係性という概念が持つ意味

を、改めて問い直すことにもつながる（南 2008)。

勿論、ここで言う関係性とは、単なるリピート購買やブランドに対する従

属的なロイヤルティといったものを意味しない。顧客との価値共創を前提と

して顧客接点やコミュニケーションを意図的にデザインすることで形成され

る関係性、あるいは、そこでの価値共創の結果として生み出される顧客との

絆としての関係性である。すなわち、顧客にとって意味ある価値を実現する
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図表３ 「価値提供」から「価値共創」へ

従来の価値提供
（G-D ロジックの世界）

新たな価値共創
（S-D ロジックの世界）

価値創造の主体 企業 企業と顧客

価値創造の源泉 製品や技術 顧客の経験

価値創造の発想
価値を創造するのは企業。
顧客は、企業が創造した価
値を受け取るかどうか。

価値を創造するのは企業と
顧客。
企業と顧客が価値を共創す
る。

出所）藤川（2008)、34頁を一部修正。



ために、顧客と価値を共創する。顧客との価値共創のために顧客との関係性

を志向する。そして、顧客との価値共創の結果として、顧客との関係性が強

化される、という循環の形成こそが課題となる（南 2008)。そして、そのよ

うな循環の中心に位置するのがブランドであり、価値共創を通した関係性の

構築こそが今日のブランド戦略における最重要課題であるとも言える。

前述のように、Schultz et al. (2009）に代表される近年の IMC 論において

は、まさに、このような意味で、顧客とブランドとの関係性の構築を核とし

た理論の再構成が試みられている。また、リレーションシップ・マーケティ

ングの分野においても、S-D ロジックに基づく価値共創や経験価値の概念を

中核に据えた新たな枠組みの提案が行われている（Baron et al. 2010)。この

他、最近出版されたブランド論に関する２冊のハンドブックでは、ブランド

の経験価値やブランド・リレーションシップに関連して、価値と関係性の問

題が交差する領域の話題が取り上げられている（Schmitt and Rogers 2008 ;

MacInnis et al. 2009)。

ところで、顧客とブランドとの間の絆を強めるためには、前述したブラン

ド・コミュニティなどを活用し、一対一の関係から他の顧客も含めた関係性

へと発展させていくことも重要である。この点で、インターネットの登場は、

消費者間でのコミュニケーションを容易にしたが、特に、近年普及の著しい

ソーシャル・メディアによって、ブランド・コミュニティの影響力は急速に

拡大してきている（池尾 2003)24)。

奇しくも、Kotler は近著『Marketing 3.0』の中で、新たなマーケティング

活動の基盤として、共創（co-creation)、コミュニティ化（communitization)、

キャラクター構築（character building）の３つを挙げているが（Kotler et al.

2010)、ブランドを通したアイデンティティの明確化と顧客との価値共創、
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24) 勿論、インターネットの普及は、ブランド・コミュニティへの影響に限らず、様々な
形での「融合」や「共創」を促す。Davis and Meyer (1998）は、情報伝達手段の飛
躍的進歩の結果として、様々な境界（製品とサービス、生産者と消費者の境界など）
が曖昧となる現象を指して「ブラー（blur）化」と呼んだ。様々なブラー化が進行す
る中、関係性の有り様自体も変化していると言える。



そしてコミュニティを活用した関係性の構築と維持は、今後のマーケティン

グにおいて重要な課題であると言えよう25)。

３．新たなブランド観の確立に向けて

企業から顧客への一方向的な価値の提供という図式での捉え方ではなく、

企業と顧客との双方向的な価値共創のプロセスに着目するという認識・発想

の転換は、必然的に、ブランド自体の捉え方、あるいは、ブランド観につい

ても再考を促すものである。

前述のように、エクイティ論登場以降のブランド研究の変遷を振り返った

時、その主流には、強いブランドの条件を明らかにすべく、望ましいブラン

ド知識構造の解明と整理に焦点を当てた研究の系譜が存在する。例えば、

Keller が提示した「顧客ベース・ブランド・エクイティ」論はその代表例で

あり、選択という望ましい消費者の反応を生み出すためのブランド知識（具

体的には､「広くて深いブランド認知」や「強くて好ましく且つユニークな

ブランド連想｣）をいかにして創り出すかが、ブランド構築の課題として位

置づけられていた。また、そこでは、消費者情報処理理論などに依拠する形

で、選択プロセスにおいてブランド知識が果たす役割や効果に対して、主た

る関心が向けられてきたのである。

このような従来型のブランドの捉え方を Allen, Fournier, and Miller (2008）

は､「情報ベースのブランド観」(information-based view of branding）と呼び、

その特徴を図表４のように整理している。また、それと対比させる形で、新

たに「意味ベースのブランド観」(meaning-based view of branding）なるも

のを提示している26)。

すなわち、前者の従来型のブランド観においては、ブランドは情報であり、
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25) 村上（2008）は、先のブラー化の議論とも関連づける形で、インターネットが普及す
る中での共創型マーケティングの可能性について検討している。

26) Allen らによれば、コンテクスト（文脈）から切り離され、製品属性などの形で分解
される「情報」に対して､「意味」はコンテクスト（文脈）の中で解釈され、部分を
理解するための抽象化された全体像であるとしている（p. 784)。



消費者の選択プロセスを支援する手段であり、リスクの削減や意思決定を単

純化するための手段である。そこでは、購買に分析の焦点が当てられ、選択

に影響するブランド知識が主たる関心の対象となる。また、消費者は、ブラ

ンドという情報の受動的な受け手として位置づけら、ブランド資産を生み出

し所有するのは企業である。

これに対して、後者の新たなブランド観においては、ブランドは意味であ

り、人びとの生活を支援し、人生に意味を与えるための手段である。分析の

焦点は消費や使用のプロセスに当てられ、そこでの経験的な側面やブランド

の象徴的な意味が問題とされる。また、消費者は、そのようなブランドの意

味の能動的な創り手として位置づけられ、企業はブランドの意味を創造する

主体の１つにしか過ぎない。

もはや与えられた紙幅も尽きたので、詳しい議論は別の機会に譲るが、こ

れら２つのブランド観は、Allen たちが主張するような代替的なものではく、

相互補完的な位置づけにあると考えられる。但し、価値共創という側面を含

めてブランド問題を考えていくためには、後者の「意味ベースのブランド観」
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図表４ ２つのブランド観の対比

従来のブランド観
(情報ベースのブランド観)

新たなブランド観
(意味ベースのブランド観)

ブランドの役割
選択を支援する情報伝達手段
（リスク削減と単純化の手段）

生活を支援し、人生に意味を
与える手段

指針となるメタファー ブランドは情報 ブランドは意味

コンテクスト（文脈）の役割 コンテキストはノイズ コンテキストがすべて

中心的構成概念 知識を構成する認知や態度 消費の経験的・象徴的側面

研究の対象領域 購買（交換価値） 消費（使用価値・文脈価値）

マーケターの役割
ブランド資産を生み出し所有
する（価値の提供）

ブランドの意味の創り手の１
つ（価値の共創）

消費者の役割
ブランドという情報の受動的
な受け手

ブランドの意味の能動的な創
り手

消費者の活動 機能的・情動的な便益の実現 意味づけ

出所）Allen, Fournier, and Miller (2008), p. 788を一部修正。



にも軸足を置いた研究枠組みの拡張が必要であろう。

いずれにせよ、マーケティング上の課題が､「make and sell」(作って売る）

から「sense and respond」(感じ取って対応する)、そして「co-creation」

(共創）へと大きく変化する中、新たなブランド観に基づく研究枠組みの確

立が求められている。

（筆者は学習院大学経済学部教授）
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